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1. はじめに



Strictly Confidential

1. わかりにくい予実管理
よく見られる予算作成は、昨年実績から○○％UPといった形での予算作成であることが多いように考えられます。
作成された予算総額を基に、課や商売に細分化をしていくため、予算の理由づけが困難であるものと思われます。

こうなってしまうと、実績がでた際の予実差異の増減説明は、特段決まった切り口での増減理由はなく、出た結果に対して説明を付け加えるため
に、継続性がなく、比較検討ができないものになってしまう可能性があります。

本日は、わかりやすい予実管理をしていくためにはどのようにしたらよいかを話していきたいと思います。
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2.予実管理とは



2-1. 予実管理の目的
予実管理の目的は、計画通りに進捗が進んでいるのか計画期間中にチェックを入れることで、必要に応じて追加施策を講じるなど機動的な対予実管理の目的は、計画通りに進捗が進んでいるのか計画期間中にチェックを入れることで、必要に応じて追加施策を講じるなど機動的な対
応を行い計画の実現可能性を高めることにあります。

ただし、予実管理の結果 当初の計画の実現可能性が低いことが判明した場合には計画そのものを見直すことも重要です。

ある程度リカバリーし

修正計画2より当初計画達成度
が向上したものの、当初計画の
達成は不可能と判断し当初計画
の目標額を修正

売
上

修正計画

計画修正分

修正計画２

予実差異

修正計画２をしない梃入れケース

ある程度リカバリ し
たが、計画未達のため、
修正計画2を策定し梃
入れ

施策を加味した修
正計画１を策定し上

／
利
益

予実差異

修正計画１

予実管理
効果

正計画１を策定し
梃入れ

当初計画 無策の場合の実績予実差異

当初計画との乖離を分析し、必要なアクションプランの修
正 追加を行 て 目標達成確度を高める

時間

予実管理 予実管理予実管理
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正・追加を行って、目標達成確度を高める



2-2. PDCAサイクルと予実管理
PDCAサイクルをこれまでの可視化のプロセスに置き換えてみると、可視化を一旦行うと、その後の施策立案、計画策定、実行、差異分析と追
加施策の実行をより詳細に行えることができるため計画の蓋然性が高まり、実現可能性の高い計画となります。

実現可能性の高い計画を作成していくには、PDCAサイクルを絶えず実行することが重要です。
さらに、事業収益構造を可視化していけば、必要な追加施策をより詳細に行えるため、より確度の高い計画となります。

PDCAサイクルとは

PDCAサイクル

Plan
計画・戦略の立案

Do
計画・戦略の実行

CheckAction

Plan→Do→Check→Actionの略

事業活動を、計画→実行→検証→修正の4段階のサイクルをまわすこ
とによって、経営の効率を追求し、継続的に改善していく手法

PDCAサイクルとは、

可視化

しない場合

検証・課題整理修正・施策の実行
、経営 効 追 、 続 改善 法
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効果③ Check
詳細な計画を立てるので、
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P/L
B/S

P/L

P/L
B/S

P/L

個別施策の立案と

優先順位・目標額の策定

分析の視点

① 収益性

施策類型

A 継続
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投下資本 施策 B/S B/SB/S 施策

マネジメントインフラ

整備の実行

B/S

マネジメントインフラ
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の整備計画



2-3. 予実管理の種類
“予実管理”には2種類あります。予実管理 には2種類あります。
①企業内部の予実管理 ： 計画立案した企業が自社の計画進捗を管理するための予実管理

②親会社・本部からの予実管理 ： 当該企業の資本の拠出元である株主や本部の立場からの予実管理

①も②も計画達成という目的は変わりませんが、親会社・本部には投資リスクに見合ったリターンを得ること、もしくは最低限自らの拠出分（株式
・融資）の回収をするという真の目的があります。裏を返せば、企業は資本の拠出元に対してしっかりとリターンを還元することが見込まれる計画

企業

融資）の回収をすると う真の目的があります。裏を返せば、企業は資本の拠出元に対してし かりとリタ ンを還元する とが見込まれる計画
を策定・達成していかなければならないプレッシャーを受けていることになります。

また、親会社・本部は取得できる情報が当該企業に比して限られるために、どのような情報を入手すべきかについて整理することが重要となりま
す。

企業

施策③ 今

原
因
？

原
因

親会社

本部②親会社・本部
としての

予実管理

施策①

施策② 今
期
実
績

昨
年
実
績

今
期
計
画

因
？

PDCA

・・・ →計画の実現可能性を高めるため
→投資額に見合ったリターンを
得るため

①企業内部での
予実管理

→計画の実現可能性を高めるため
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→資本の拠出元に対してリターンを還元できるようにするため



2-4. 【企業内部の予実管理】 予実管理の手順
予実管理の手順は、まず計画期間中のある時点での実績と計画の差異の把握を行います。予実管理の手順は、まず計画期間中のある時点での実績と計画の差異の把握を行います。

その後、差異の分析を行い差異要因を特定し、追加的な施策を検討いたします。

追加的な施策によっても目標額が未達になる恐れが強い場合には、計画自体の修正を行います。

Step1

差異の把握

Step2

差異要因の特定

Step3

追加施策の立案

Step4

予算の修正

実施作業

計画と実績について数値

およびKPIのどこに計画
との差異があるのか、ど

の差異が大きいのかを

より現場レベルのKPIも
考慮して、計画立案時と

何が異なっているのか、

その主な理由は何と特定

修正が必要な計画の内

容について対応を検討し、

追加的な施策を立案する

追加施策を織り込み、修

正計画の落し込みを行う

追加施策を検討しても当

初 計 標額の差異が大きいのかを

把握する

その主な理由は何と特定

もしくは推定できるのか

検討する

初の計画の目標額に届

かない場合には、目標額

自体を修正する

計画と同じ形式、水準で

の比較を行う

財務数値だけでなく、KPI
の差異も認識し確認する

計画立案時と何が異なっ

ているのかの特定は徹

底的に実施する

特定が不十分であるとそ

立案した施策は必ず全

社ベースでの施策の整

理・優先順位付けを行う

当初計画に固執しすぎな

いことに注意する

固執しすぎて達成可能性

を無視した場合には計画
ポイント

の後の施策も的を外した

ものになってしまう

の中身が形骸化し、現場

のモチベーションの低下

につながり、よりよくない

結果となる可能性が高い

親会社・本部の期待リ
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ターンを超えているか検

証を行う



2-4. 【企業内部の予実管理】 ＜Step1＞差異の把握
差異の把握のためには、計画立案時と同じ形式・水準での比較を行う必要があります。そのため、計画の精度が悪い場合には、予実管理する

Step1 Step2 Step3 Step4

差異の把握のためには、計画立案時と同じ形式 水準での比較を行う必要があります。そのため、計画の精度が悪い場合には、予実管理する
意味すらないケースもあります。

差異の把握の対象は、財務三表だけでなく計画策定時に設定したKPIの差異も併せて検証します。これは、財務三表が過去を反映するに対して
、一部のKPI（特に行動に関するKPI）は、金額としての効果が時間を経て発生する先行指標的意味のものもあるためです。
差異把握は全社ベースから現場レベルまで上位から下位へと進めるのが効率的です。

また、マネジメント・インフラの整備状況も当初の作業スケジュールと現在との比較を行い、ボトルネックになっているものがないかを継続的に把
握することが必要です。

アクションプランの策定 アクションプランの実行

P/L
B/S

P/L

B/S

P/L
B/S

P/L

B/S

切り口

当初案

KPI

KPI

KPI

KPI
KPI KPI

P/L
B/S

P/L
B/S

B/S
全社計画

P/L

B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

B/S
全社実績

P/L

B/S

切り口GAP
分析

市
場

市
場
シ
ェ
ア
ア

利
益
率
改
善

今
期

今
期
計
画×

KPI

KPI

KPI

KPI

KPI KPI

KPI KPI

P/L

B/S

B/S

P/L
B/S

P/L

B/S

B/S

P/L
B/S

切り口

場
規
模
拡
大

ア
ッ
プ

期
実
績昨

年
実
績 △

△
KPIKPI

同じ形式 水準で差異を把握する

マネジメントインフラ

整備の実行

マネジメントインフラ

の整備計画
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同じ形式・水準で差異を把握する

KPIも把握 （→必要な場合、マネジメント・インフラを整備する）



2-4. 【企業内部の予実管理】 ＜Step2＞差異要因の特定
Step2では計画との差異を生じさせた要因を特定します。

Step1 Step2 Step3 Step4

Step2では計画との差異を生じさせた要因を特定します。
差が生じた要因は、施策立案のいずれかの段階での、①施策の欠陥による差異、②施策の前提条件による差異、③実行上の課題による差異
の3つに分類することが可能です。

差異要因の類型 内容と例

体的施策 欠陥

差異要因の類型 内容と例

具体的施策が構築できな
かった

•施策の方向性から十分な検討ができずに具体的施策の構築ができず見過ごされた
（例）売上高拡大のための具体的施策が構築できず、見過ごされた

•具体的施策が本質的な解決につながらない的外れなものだったケース具体的施策の欠陥
による差異

具体的施策を見誤った

施策間の調整失敗

•具体的施策が本質的な解決につながらない的外れなものだったケース
（例）客数拡大のために広告をうったが、ターゲットに訴求できる媒体ではなかった
人員削減に予想以上のコストを要した

•具体的施策同士の関連性や施策実行のタイミング調整を誤ったケース
（例）自社Aブランドの販売数増大のため広告をうったが、自社Bブランドの繁忙期と
重なり工場の製造能力が追いつかなくなった

計画差異
施策の前提条件に
よる差異

外部環境の差異

内部環境の差異

重なり工場の製造能力が追いつかなくなった

• 市場環境の変化、新しい競合の出現、異常気象等 当初想定していない外部環境
の変化が発生したケース
（例）リーマンショック等の経済環境の急変、法制度の改定、猛暑

• 社内環境の想定外の変化が発生したケース
例 キ パ 職 異動 設備 故障

実行上 課題によ

内部環境の差異

想定以上に時間を要した

（例）キーパーソンの退職・異動、設備の故障

• 見積もり以上の時間を要したケース
（例）新製品の安全性承認の時間がかかった、開発テストの時間を短く見つもった

• 経営陣と現場で計画達成に対する責任感の共有ができていなかったり 問題意識実行上の課題によ
る差異

現場との温度差

評価基準のミスマッチ

• 経営陣と現場で計画達成に対する責任感の共有ができていなかったり、問題意識
が低いケース
（例）経営陣の指示通りに現場が動かない、動くのが遅い

• 計画の目指す方向と業績評価基準がズレているケース
（例）営業のコスト効率の改善が主要課題であるが、売上増大が評価基準と
なっているため、コスト削減への意識が醸成されない・無視される
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なっているため、コスト削減 の意識が醸成されない 無視される



2-4. 【企業内部の予実管理】＜Step3＞追加施策の検討
差異の要因をした後に追加施策を検討します。

Step1 Step2 Step3 Step4

差異の要因をした後に追加施策を検討します。

追加施策の立案は、施策の立案ステップにて再度行います。差異要因の類型のいずれに該当するかによって、施策検討から事業計画策定まで
のプロセス中のどこからやり直すことになるのかが決定します。

実際には差異要因が複数絡み合って予実差異を発生させていることが多くなります。その場合には差異要因への対応のうち、施策立案・事業計
画策定プロセスにおいて最も前のステップまで遡って再策定することが必要となります。

差異要因の類型 対応方針

具体的施策が構築できな
かった

• 施策立案ができないケースや、施策が的外れなも
のであった場合には早急に元々の課題を再度分析

具体的施策の再立案

内容

具体的施策の欠陥
による差異

具体的施策を見誤った

施策間の調整失敗

した上で、新施策を立案します。その後、施策間の
調整や優先順位付け以降のプロセスを行います。

• 施策の再調整と優先順位決めの後に、再度スケ
ジ ル 事業計画への落し込みを行います

具体的施策の再立案

再調整・優先順位再度検討

施策の前提条件に
よる差異

施策間の調整失敗

外部環境の差異

ジュール、事業計画への落し込みを行います

• 具体的施策は外部・内部環境を前提に立案している
ことが多いため、現在および想定される今後の内外
部環境での具体的施策の再立案を行います

具体的施策の再立案

再調整 優先順位再度検討

る 異

内部環境の差異

想定以上に時間を要した

部環境での具体的施策の再立案を行います。

• ある施策の推進が遅れた場合は、他の施策の進捗
状況を鑑みて再度 施策間の調整および優先順位
付けを行います。

再調整・優先順位再度検討

実行上の課題によ
る差異

現場との温度差

評価基準のミスマッチ

• 情報共有の仕組みや内容、施策推進体制を見直し、
モチベーションが向上する体制を再設計します。

• 計画の目指す方向と表せき評価基準を修正します。
その上でスケジュールの再設定を行いますが、その
前のプロセスとして 施策間の調整や優先順位を再

共有情報・推進体制の見直し

評価基準とKPIの整合性調整
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評価基準のミ ッチ
前のプロセスとして、施策間の調整や優先順位を再
度見直すことも必要になります

評価基準と の整合性調整



2-4. 【企業内部の予実管理】＜Step4＞追加施策の計画への反映（計画の修正）
追加施策検討の後、各切り口で追加施策の計画への落し込みを行い全社ベースへの集計します。 Step1 Step2 Step3 Step4追加施策検討の後、各切り口で追加施策の計画 の落し込みを行い全社 ス の集計します。

施策を追加しても当初計画の目標額に達しない場合には、目標額を修正します。

本来は当初計画の全体金額の修正は余程のことが無い限り修正されるべきではありませんが、このように積上げた計画でも当初計画まで届か

ない状況で目標額を当初のままにし続けることは現場の混乱を産み、モチベーションの低下の要因となります。

但し 計画を下方修正した場合でも 親会社・本部の期待リタ ンを充足できるものであることが望まれます但し、計画を下方修正した場合でも、親会社・本部の期待リターンを充足できるものであることが望まれます。

アクションプランの再策定アクションプランの実行と差異分析

必要な

施策2

差異

P/L
B/S P/L

B/S

P/L
B/SP/L

B/S
全社実績

切り口

追加

施策

追加

当初案
必要な

追加施策

P/L
B/S

New

New 修正
全社計画

①当初とのギャップ

当
初
計
画

施策１

施策2

修
正
計
画

P/L

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L

B/S

P/L

P/L
B/S

P/L
B/S

全社実績

P/L

B/S

切り口

切り口

追加

施策

追加

施策

P/L
B/S

P/L
B/S

New

全社計画

GAP
分析

親
会
社
・
本
部
の

②超えておきたい

実
績

画
B/SP/L

B/S

B/S P/L
B/S

切り口

追加

施策

P/L
B/S

New
の
期
待
リ
タ
ー
ン

① 当初計画の数字に固執しすぎると施策（≒行動）と紐
づかない計画となってしまい、達成不可能という雰囲
気が広がりモチベーションが下がる可能性がある

② 修正計画で下方修正を行っても、親会社・本部の期
待 タ を超 が望ま

施策を反映した切り口毎の修正計画を集計して
修正全社計画を作成する
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待リターンを超えていることが望ましい



2-5. 【親会社・本部の予実管理】予実管理する意義
企業は投資家（債権、株式含む）の投下資本に対する期待を超えるリターンを行うことが望まれます。企業は投資家（債権、株式含む）の投下資本に対する期待を超えるリタ ンを行うことが望まれます。

資本の拠出元の企業も金融機関もまた、累々とした経済循環の中で自らの投資家から期待利益を充足することを求められます。そのために拠

出先の計画達成は自らのためにも必要になります。

企業A 企業B 企業C

Aへの運用 Cからの調達

Bへの運用 ○からの調達

運用 元手

運用 元手

投資投資

運用 元手

投資

・・・
投資

・・・

○への運用 Bからの調達

運用 元手

リターン
（利息・配当・

株主価値向上等）

リターン
（利息・配当・
株主価値向上等）

リターン
（利息・配当・

株主価値向上等）

リターン
（利息・配当・
株主価値向上等）

受取
リターン

支払
リターン

＞
受取
リターン

支払
リターン

＞
受取
リターン

支払
リターン

＞

経済循環
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2-5. 【親会社・本部の予実管理】対象と内容
親会社・本部の予実管理は企業が如何に自らの予実管理（可視化とPDCAサイクル）をしっかりと行っているかを俯瞰していくことになります。親会社 本部の予実管理は企業が如何に自らの予実管理（可視化とPDCAサイクル）をしっかりと行っているかを俯瞰していくことになります。
可視化から始まるPDCAのサイクル中で予実管理の内容は以下のとおりです。

P/L
B/S

P/L

P/L
B/S

P/L

個別施策の立案と

優先順位・目標額の策定

分析の視点

① 収益性

施策類型

A 継続
①売上増強

② コスト削減

ｔ 施策

施策

施策

P/L
B/S

P/L

P/L
B/S

P/LP/L

P/L
B/S

追加

施策

当初案

必要な

追加施策

P/L
B/S

P/L

B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L

B/S 全社計画

P/L

B/S

P/L

B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L

B/S全社実績

P/L

B/S

切り口

切り口

切り口

① 収益性

② コスト構造

③ 効率性

③在庫圧縮

B 非継続

投下資本

リ
タ
ー
ン

投下資本

リ
タ
ー
ン

事業環境分析

A外部
1 市場
2 成長性等

B内部
1 ビジョンと
の整合
性

2 重要性

ｔ 施策

施策

施策

ｔ 施策

施策

施策

ｔ 施策

施策

施策

P/L

B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L

B/S
全社計画

P/L

B/S

P/L

B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L

B/S
全社実績

P/L

B/S

切り口

切り口

切り口

P/L

B/S

P/L

B/S
全社実績

P/L

B/S

切り口

切り口

切り口

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

追加

施策

追加

施策

追加

施策

GAP
分析

+

P/L
B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

マネジメントインフラ

整備の実行

マネジメントインフラ

の改善施策

マネジメントインフラ

の整備計画

P DD C可視化 P A

予実管理

内容

どこが儲かって、どこ
で損をしているのか、
課題は何なのかを認
識できているか？

課題に対して施策を
立案しているか？

具体的な施策が立
案できているか？抽

実行上で問題が生じ
ているのに放置して
しまっていないか

差異の分析が十分
に行われているか

影響の小さい差異の
分析に注力してしま

修正計画に無理が
ないか

修正計画の内容が
推進メンバー、社内

⇒可視化できている
か

案できているか？抽
象的・表層的な施策
になっていないか？

予実管理できる体制
が構築できているか

分析に注力してしま
い、本来優先して改
善すべき差異が放置
されてないか

推進メンバ 、社内
に浸透できているか

よくある
ケース

可視化のプロセスが
飛ばされて、いきなり
計画になっている
ケースが多い。これ
では有効な計画が立

表面的な施策や施
策の方向性で具体
的な行動レベルまで
施策が落ちていない。

本来解決できる課題
であるが、先送りにし
た結果、計画が未達
に終わる、もしくは旧
来のやり方に戻って

他に優先すべき差異
があっても、売上に
関する差異分析に注
力しすぎてしまう

修正された計画がス
トレッチしすぎていて
実現可能性が低い

修正計画の内容が
十分に浸透せずに、
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案できない。 しまう
十分に浸透せずに、
従来計画との間で現
場に混乱が生じる



2-5. 【親会社・本部の予実管理】外部から予実管理時に入手すべきデータ
親会社・本部の予実管理は財務諸表を入手し、表面的な計画達成度のみの把握であることが散見されます。親会社 本部の予実管理は財務諸表を入手し、表面的な計画達成度のみの把握であることが散見されます。

しかし、可能であれば計画策定時に設定したKPIの動向や、施策一覧とその進捗情報などプロセス面の情報を入手することで予実管理の質は
格段に向上します。

さらに当初計画と実績の詳細切り口での進捗状況や、現場KPIとその推移、そして施策推進体制の雰囲気を見極めるために施策実務担当者へ
の面談を行うことができれば十分な予実管理が可能となります。の面談を行うことができれば十分な予実管理が可能となります。

自社の投下資本のリターンを意識すると、最低限達成可能なレベルでの計画（ワーストケース）がどの程度達成されているのかを見ていくことも

必要です。

アクションプランの再策定アクションプランの実行と差異分析 表層的な財務データのみの進捗では

では、

アクシ ン ラン 再策定アクシ ン ラン 実行 差異分析

P/L
B/S

P/L
B/S

追加

施策

当初案
必要な

追加施策

P/L
B/S

New

表層的な財務デ タのみの進捗では、

何が差異要因なのか分からない

今後どうなる可能性が高いのか推測できない

B/S

P/L
B/S

P/L

B/S

P/L

B/S

B/S

P/L
B/S

P/L

B/S
全社実績

P/L

B/S

切り口

切り口

施策

追加

施策

B/S

P/L
B/S

New

New

修正
全社計画

KPI

KPI

KPI

KPIGAP
分析

どのような情報・データがあればいいのか？

最低限あると望ましいのは、

予実対比財務諸表

P/L

B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

B/S

P/L

B/S

P/L
B/S

P/L
B/S

B/S

切り口

追加

施策

追加

施策

P/L
B/S

P/L
B/S

NewKPIKPI

分析
計画のワーストケース

計画策定時設定KPIとその推移
施策一覧表および施策の進捗表（定性・定量）

更に入手可能ならば、

KPIKPI
当初計画の切り口別計画と実績の進捗状況

現場レベルのKPI設定とその推移
施策推進担当者へのヒアリング等による施策推進上
の雰囲気 等

© 2011 Advanced Business Directions Co., Ltd. All rights reserved. 16



3. KPIとは



3-1. PDCAサイクルとKPI
予算（PLAN）を達成する為に→現状・実績を把握（DO）し→実績と予算のギャップの原因を把握し、それに対する改善施策を検討（CHECK）予算（PLAN）を達成する為に  現状 実績を把握（DO）し  実績と予算のギャップの原因を把握し、それに対する改善施策を検討（CHECK）
し→ 施策を実行する（ACTION）→ KPIの抽出・見直しを行い、それに伴う予算を策定する（PLAN）というKPIによるPDCAサイクルを実施して
いく必要があります

PDCAサイクルを実行していくには、KPIをベースにしていくと、より分かり易く継続して比較しやすいものになります。

PLAN DO

予算の策定がなされた後は、その予算実行年度において、
実績を予算策定と同様のベースにて把握し、比較をしてい
くことが必要である。

KPIをベースにした予算策定 現状・実績把握

経営からのビジョンをもとに、外部環境の変化を捉
えた上で、予算策定に必要なKPIを把握し、その
KPIを基軸として、各切り口での予算を積み上げ、 くことが必要である。

そのポイントになるのがKPIであり、一定のフォームにて財
務数値、KPIを適宜（年次、四半期、月次、週次、オンライ
ン）把握することが必要。

KPIを基軸として、各切り口での予算を積み上げ、
予算を策定する。

KPI
施策実ACTION

課題整理がなされた後は、必要な施策を実行し、予
算を達成させるように努める。

重要なのは、この施策の効果を把握し、情報共有す

このように実績と予算の差異が把握されると、次に当初予
算策定時と実績のKPIについてギャップの理由を分析して
いくことになる。

施策実行 CHECK 課題整理

ることであり、それを今後の予算の策定、修正に活か
せるようフィードバックを行う。

この分析は定量のみならず、定性面の分析を行い、当初
予算策定値との差異を埋められるかどうかの可能性を模
索し、必要な施策を立案する。

安易な撤退は避けるべきで、原因の分析を徹底的に行っ
た上で最終判断をするべき。
（そのル ル作りを行う必要がある ）
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（そのルール作りを行う必要がある。）

課題整理の中で、予算の修正が必要な場合は、修正を行
う。



グループ全体の目標を掲げただけでは、構成要素としての各組織レベルではどのようなアクションを取るべきか明確となりません。以下の

3-2. KPI設定の例
体 目標を掲げ 、構成要素 各組織 う を 明確 り 。

表のように業績評価指標体系を作成し、各組織、各組織を構成する個人への具体的なアクションに結びつけることが重要です。

各下部組織の目標事業部／部 課の目標グル プの目標

どこがグループの目標でどこまでが組織・個人の目標か

売上
KPI

Output KPI Process KPI
・マーケットシェア ・製品別利益率
・従業員１人当たり売上高
・新規顧客率

・顧客訪問回数
・得意先口座数
・新規顧客獲得数

営業利益／売上高

営業利益／

KPI設定例

各下部組織の目標事業部／部・課の目標グループの目標

費用
KPI

・顧客訪問回数・顧客テスト通過品目数

・原価低減額
・１件当たり処理時間

・売上原価率 ・一般管理費率
・損益分岐点
・売上高人件費率

・マーケットシェア ・売上高成長率

営業利益／

純営業資産

成長
KPI

顧客
KPI

・顧客訪問回数・顧客テスト通過品目数
・新製品開発数
・新製品開発進捗度

・顧客苦情件数
・苦情処理件数

・顧客満足度
・顧客定着率
リピ タ 率

・マーケットシェア ・売上高成長率
・新製品売上高比率
・自社認知度

KPI

従業員
KPI

苦情処理件数
・リピーター率

・従業員提案数
・社内研修会実施回数

・従業員満足度
・自己都合退職率
・売上高教育訓練費率

ＲＯＥ

資産
KPI

・売掛金滞留金額
・不良在庫金額
・遊休資産額

・売上債権回転率 ・固定資産回転率
・棚卸資産回転率
・仕入債務回転率

・自己資本比率
・借入残高資本

売上高／純営業資産

純有利子負債／
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－・借入残高
・借入残高／EBITDA

資本
KPI

純有利子負債／
自己資本



3-3. KPIと組織の結びつき
KPIは当該指標と各組織の管理指標と連携（連動）させることが必要であり、仮にギャップが発生している場合には、評価項目を見直すか、権限KPIは当該指標と各組織の管理指標と連携（連動）させることが必要であり、仮にギャップが発生している場合には、評価項目を見直すか、権限
を移動させる等の調整を図ることにより全社共通の経営目標と現場の活動の整合性をとることが必要である。

【小売店の例】

評価指標 営業利益

経常利益

EBITDA

売上

各部門損益

各部門利益率

販売管理費

部門直課経費

在庫評価減

店舗売上高

店舗利益

店舗赤字発生店舗数

店舗売上高

人件費

生産・販売数量

【小売店の例】

組織レベル

有利子負債

利益率

一人当たり売上

時間の効率性

人員数 CS向上 ロス率

全社 ○

管理本部

事業本部
○ ○ ○

事業部 ○ ○
KPIについては連続性・

事業部 ○ ○

部・エリア・工場 ○

連続性

整合性を取る必要あり

課・店舗・工程 ○ ○

担当者 ○
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3-4. KPI設計上のポイント
KPI を設定する際に、特に注意しておくべき主要な要件は以下の通りとなります。KPI を設定する際に、特に注意しておく き主要な要件は以下の通りとなります。

企業戦略および事業戦略との整合性
共通する企業戦略のためには共通するKPI、異なる事業戦略を持つ事業部には各事 プロフィットセンターとコストセンターでは機能が異なるため、同様の評価指標をもつこ

【ポイント】 【具体的には】

業部ごとのKPIを設定する。業績評価基準を考える前に業績評価基準を設定し、組
織単位を決定する

業績評価基準が具体的行動に結びつくものであること
業績評価基準は分解され、人や組織の行動指針となるべきものでなければならない

とは考えにくい

例えばROEの目標だけあっても業績は改善されない。最終的な企業目標がROEの向
上であってもよいが、そこからブレークダウンし、現場では具体的に何をすればいいか

わかるようなKPIが必要

バランスのとれた業績評価基準であること
ステークホールダーは複数存在するため、業績評価基準は単一ではなく複数の基準

を採用しバランスをとる

わかるようなKPIが必要

株主、経営者、顧客、従業員とステークホルダーは複数存在する。どれか一つに注目

したKPIでは企業としての存在価値を向上させることができない

客観的に評価できること 定性的で抽象的な業績基準では 客観的にその公正さを判断することができず 評価客観的に評価できること
業績評価は公平なものでなければならない。公平性を保つためには業績評価基準

がオープンにされ、かつ数字を用いた客観的なものでなければならない

定性的で抽象的な業績基準では、客観的にその公正さを判断することができず、評価

をする人間によって評価結果が異なる可能性がある

前年度、類似企業等との対比ができる業績評価指標が求められる

継続性、迅速性、簡便性があること
KPIの結果から問題点が発見される場合もあり、月初など早い段階で情報を入手しそ
の対策を立てる必要がある

業績評価は一度きりのものではなくPDCAサイクルに基づき、継続的に活用すること
が重要となるため、継続的にかつ迅速に情報が入手できるものでなければならない。

また、情報の入手、評価基準への加工が容易であることも重要である

非財務指標の活用

策を 要 あ

KPIに複雑なものを使用した場合、KPIの算定そのものに時間を有してしまう。そのた
め問題点の発見が遅くなり、発見した時点ではすでに経営リスクが拡大してしまってい

る可能性がある

財務的指標のみでは、短期的効果の追求に陥りやすい傾向にある
財務指標は客観的であり優れた点を有しているが、内在するリスクを的確に把握し、

将来の意思決定に活用するためには、財務指標だけでは十分ではない。評価基準

のバランスをとるためにも、非財務指標の活用も検討する必要がある

定期的なフォローアップ

財務的指標のみでは、短期的効果の追求に陥りやすい傾向にある

単に数字だけの定量的な評価だけでなく、営業努力や自己啓発など定性的な面で評

価することも検討する必要がある

各組織の状態を月次単位で把握し、問題点を早期に発見してその対策を立てることが

重要 ある
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業績評価基準は作成しただけでは機能しない。定期的に業績評価基準に基づき問

題点を把握し、是正を図ることが必要である

重要である

業績評価マネジメントプロセスを支える効果的なインフラが必要である



4. 良い計画とは?



4-1. 良い計画とは?
よい計画とは、期待値や勘ではなく、しっかりとこれまでの成果の原因を探った上で、きちんとやるべき取り組みを考え、定量化することが重要です。よい計画とは、期待値や勘ではなく、しっかりとこれまでの成果の原因を探った上で、きちんとやる き取り組みを考え、定量化することが重要です。

現時点

財務諸表 事業計画

結果

これまでの成果

×
単なる期待、勘これまでの成果

将来の成果

“定量化する”

（計画策定）
Step3

単なる期待、勘

“原因を探る”

（分析）
Step1

Step2
原因

今後の取り組み
“取り組みを変える”

（施策検討）

原因

過去の取り組み
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4-2.KPIによる予実管理と施策立案
KPIによる予実管理を行うと、細分化されたレベルで要因分析して特徴を捉えていくため、細分化されたレベルの特徴に基づいた施策が立案さKPIによる予実管理を行うと、細分化されたレ ルで要因分析して特徴を捉えていくため、細分化されたレ ルの特徴に基づいた施策が立案さ

れます。また、継続的に同様の切り口にて分析していくため、分析に基づいた仮説の検証を行いやすく、結果に基づいた対応策も立てやすくなり
ます。

可視化がもたらすメリット今まで 可視化をすると（イメージ図）

今まで見えなかったところが見えてくる

可視化がもたらすメリット今まで 可視化をすると（イメ ジ図）

最近はどうして売れないんだ？
何だ!?サイズもバラバラだし、
腐っている商品も入っているぞ!!

頑張って売ってこい！

熟し過ぎた商品は売らないでおこう！

今まで考えられなかった施策が生まれる

地方ではLサイズの箱がよく売れているぞ！

熟し過ぎた商品は売らないでおこう！
箱売りはサイズ別で売ってみよう！

箱売りだけでなく、バラでも売ってみよう！

施策の結果を捉えることができる

ん!?何がダメなんだ？

地方ではLサイズの箱がよく売れているぞ！
首都圏ではLサイズのバラ売りが好調だ!!

結果に基づき次の対応策を立てることができる

あ～!? どうしよう!!
来年は、Lサイズが均等に

生産できるよう改良していこう！
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4-3. 今後望ましい予実管理のイメージ
予算作成は、実績に対して継続したKPIにて、今年度の施策実行による効果・影響を上積みし、管理最小単位毎に作成されるべきです。
また中長期の目標を示すことで、現状での達成度合いをより明確に示すことが出来ます。

予実差異の分析においては、各施策ごとにKPIによる差異が出てくる為、曖昧になりがちであった原因分析が時間軸・組織軸で明確化し、全体
分析にもつなげることが可能です

○○月度 投資リターン 予実分析

○○月度 売総 予実分析

○○月度 販管費 予実分析

A課-1商売
（売総）

先月予算・実績 当月予算・実績

実績・予算・目標を並べるこ
とで、より達成度合いを明確
化出来る

月々継続したKPIで
管理することで比較

A課合計
（売総）

市
場
規

拡
大

市
場
シ

ア
ッ
プ

利
益
率
改

今
期
実
績

昨
年
実

今
期
予
算

中
長
期
目
標 市

場
規

拡
大

市
場
シ

ア
ッ
プ

利
益
率
改

今
期
実
績

昨
年
実

今
期
予
算

中
長
期
目
標

化出来る。管理することで比較
が可能となる。

今
期
今
期

中
長
期
目

A課-2商売
（売総）

規
模 ェ

ア
改
善

績実
績

中

×△ △

規
模

シ
ェ
ア

改
善

実
績

中

×△ △

分析の切り口は商売特
有のものもあるが、全体
で統一的に使用されるも
のも必要となる。

市
場
規
模

拡
大

市
場
シ
ェ
ア

ア
ッ
プ

利
益
率
改
善

期
実
績昨

年
実
績

期
予
算

目
標

○ ◎ ×

各商売で作ったも
のを積み上げて課
の合計とする。

市
場
規
模

拡
大

市
場
シ
ェ
ア

ア
ッ
プ

利
益
率
改
善

今
期
実
績

昨
年
実
績

今
期
予
算

中
長
期
目
標

○○ △

市
場
規
模

拡
大

市
場
シ
ェ
ア

ア
ッ
プ

利
益
率
改
善

今
期
実
績

昨
年
実
績

今
期
予
算

中
長
期
目
標

◎○ △

○ ◎ ×

今期は利益率の悪化が目立ったが、市場シェ
アアップに成功したため、売総予算は達成す
ることが出来た。

A課-3商売
（売総）

市
場

拡
大

市
場

ア
ッ

利
益

今
期

昨
年

今
期
中
長

市
場

拡
大

市
場

ア
ッ

利
益

今
期
実

昨
年
実

今
期 中
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る とが出来た。

次期は、シェアを維持しながら利益率の改善
に注力することが重要であると考えられる。

場
規
模

大 場
シ
ェ
ア

プ
益
率
改
善

期
実
績

年
実
績

期
予
算

長
期
目
標

○ ×○

場
規
模

大 場
シ
ェ
ア

ッ
プ

益
率
改
善

実
績

実
績

期
予
算

中
長
期
目
標○ ×○
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4-4. KPI管理の最終目標
KPI管理の目的は信頼ある計画の策定と組織的な情報共有による戦略の継続的管理を目的としていますが、最終的な目標は構築により利益KPI管理の目的は信頼ある計画の策定と組織的な情報共有による戦略の継続的管理を目的としていますが、最終的な目標は構築により利益
へ貢献し、且つ組織的運用による人材育成の実現を目標としています。

戦略の管理と共有

目的

利益への貢献

目標

KPI管理体制の構築

行うこと

ボラティリティの少ない計画の策定と実現 プロセス・アウトプット管理の浸透による利
体系化された計数管理の実現

損益にインパクトのあるKPIの理解
定点観測による予兆の把握

KPIによる改善施策への迅速な対応
手ごたえの共有によるナレッジの蓄積

ウ ッ 管 浸透 利
益への貢献

効率化によるコスト削減

収益獲得の最短距離での達成

損益にインパクトのあるKPIの理解
KPIをもとに目標設定した予算作成
予実差のKPIによる要因分析
組織軸・時間軸での一貫性

信頼ある計画の策定 利益の持続的成長次期中計策定を見据えた運用の浸透 信頼ある計画の策定

組織的情報共有による戦略の継続的管理

利益の持続的成長

組織的運用による人材育成の実現

次期中計策定を見据えた運用の浸透

KPIに対する部門内での意識の醸成
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